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【適宜の処置を要求し及び是正改善の処置を求め並びに改善の処置を要求したものの全

文】

浸水想定区域の指定等、洪水ハザードマップの作成等及び浸水想定区域図等

の電子化の実施について

（平成26年 2月24日付け 国土交通大臣宛て）

標記について、下記のとおり、会計検査院法第34条の規定により是正の処置を要求し及

び是正改善の処置を求め、並びに同法第36条の規定により改善の処置を要求する。

記

1 事業の概要

(1) 浸水想定区域の指定等に係る直轄事業及び補助事業

貴省及び都道府県は、水防法（昭和24年法律第193号）及び水防法施行規則（平成1

2年建設省令第44号。以下、これらを合わせて「法等」という。）の規定により、洪水

時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害

の軽減を図るため、洪水予報河川及び水位情報周知河川について、当該河川が氾濫し
(注1) (注2)

た場合に浸水が想定される区域を浸水想定区域として指定することとなっている。そ

して、貴省及び都道府県は、浸水想定区域を指定したときは、浸水想定区域及び浸水

した場合に想定される水深（以下「浸水深」という。）を表示した図面（以下「浸水想

定区域図」という。）を作成して公表するとともに、関係市町村に通知しなければなら

ないとされている（以下、浸水想定区域の指定並びに浸水想定区域図の作成、公表及

び関係市町村への通知を合わせて「浸水想定区域の指定等」という。）。

そして、貴省は、各地方整備局管内の河川国道事務所、河川事務所及び北海道開発

局管内の開発建設部（以下、これらを合わせて「事務所等」という。）において、平成

13年度から、国の直轄事業として浸水想定区域の指定等に係る事業（以下「浸水想定

区域指定等直轄事業」という。）を実施するとともに、17年度から、都道府県が行う浸

水想定区域の指定等に係る事業に対する国庫補助事業等（以下「浸水想定区域指定等

補助事業」という。）を実施している。浸水想定区域指定等直轄事業及び浸水想定区域

指定等補助事業の実施に当たっては、貴省及び都道府県は、コンサルタント業者等と

請負契約を締結して、対象となる河川の氾濫解析等に基づき浸水想定区域図を作成す

る業務を行わせて、その成果物を確認するなどしている。
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(2) 洪水ハザードマップの作成等に係る補助事業

浸水想定区域をその区域に含む市町村（以下「浸水想定区域市町村」という。）は、

法等の規定により、洪水予報等の伝達方法、避難場所等、浸水想定区域内に要配慮者

利用施設等がある場合の当該施設の名称及び所在地の各事項を浸水想定区域図に記載
(注3)

したもの（以下「洪水ハザードマップ」という。）を作成するとともに、住民に周知す

るために、当該洪水ハザードマップを印刷物の配布その他の適切な方法により各世帯

に提供したり、当該洪水ハザードマップに係る情報をインターネットの利用その他の

適切な方法により、住民がその提供を受けることができる状態に置いたりしなければ

ならないとされている（以下、洪水ハザードマップの作成及び住民への周知を合わせ

て「洪水ハザードマップの作成等」という。）。

そして、貴省は、17年度から、浸水想定区域市町村が行う洪水ハザードマップの作

成等に係る事業に対する国庫補助事業等（以下「洪水ハザードマップ作成等補助事

業」という。）を実施している。洪水ハザードマップ作成等補助事業の実施に当たって

は、浸水想定区域市町村は、コンサルタント業者等と請負契約を締結して、管内にお

ける河川管理状況等の現地調査等に基づき洪水ハザードマップを作成する業務を行わ

せて、その成果物を確認するなどしている。

(3) 浸水想定区域図等の電子化

貴省は、浸水想定区域図を作成する上での作業の効率化を図るとともに、浸水想定

区域市町村が洪水ハザードマップを作成する際に、事務所等及び都道府県が保有して

いる浸水想定区域図及びその作成に係るデータ（以下、これらを合わせて「浸水想定

区域図等」という。）を円滑に活用できるよう、18年9月に「浸水想定区域図データ電

子化ガイドライン」（以下「電子化ガイドライン」という。）を策定している。

そして、貴省は、電子化ガイドラインに示した手順等に従って浸水想定区域図等を

作成すれば、浸水想定区域図等の電子データの様式等が統一されて、浸水想定区域図

等の電子データの水系単位、地域単位及び全国単位での一元的な処理、保存、管理等

が可能となるだけでなく、浸水想定区域市町村における洪水ハザードマップの円滑な

作成にも資することになるとして、電子化ガイドラインの策定後に作成する浸水想定

区域図等については、電子化ガイドラインに基づき電子化を図るよう、各地方整備局

等及び各都道府県に通知している。

（注1） 洪水予報河川 国土交通大臣又は都道府県知事が、水防法に基づき、
流域面積が大きい河川で、洪水により国民経済上重大な損害又は相
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当な損害を生ずるおそれがあるとして指定した河川
（注2） 水位情報周知河川 国土交通大臣又は都道府県知事が、水防法に基づ

き、洪水予報河川以外の河川で、洪水により国民経済上重大な損害
又は相当な損害を生ずるおそれがあるとして指定した河川

（注3） 要配慮者利用施設 主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防
災上の配慮を要する者が利用する施設

2 本院の検査結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、合規性、有効性等の観点から、浸水想定区域の指定等及び洪水ハザードマッ

プの作成等は法等に基づき適正に行われて、作成された浸水想定区域図及び洪水ハザー

ドマップが有効に活用されているか、また、浸水想定区域図等の作成は電子化ガイドラ

インに基づき適切に行われて、当該浸水想定区域図等の電子データが有効に活用されて

いるかなどに着眼して検査した。

検査に当たっては、貴省の東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州各地方整備局

及び北海道開発局管内の18事務所等が13年度から24年度までの間に実施した75河川の浸
(注4)

水想定区域指定等直轄事業（事業費計8億1898万余円）、23道府県が17年度から24年度
(注5)

までの間に実施した601河川の浸水想定区域指定等補助事業（事業費計40億6732万余円、

国庫補助金等交付額計15億9284万余円）及び22道府県管内の355市町村が17年度から24
(注6)

年度までの間に実施した洪水ハザードマップ作成等補助事業（事業費計14億8798万余円、

国庫補助金等交付額計4億9494万余円）を対象として、浸水想定区域の指定等及び洪水ハ

ザードマップの作成等の状況について調書等を徴するとともに、これらの各事業におけ

る業務請負契約書、調査報告書等を確認するなどして会計実地検査を行った。

（注4） 18事務所等 青森河川国道、山形河川国道、常陸河川国道、霞ヶ浦河
川、浜松河川国道、庄内川河川、福井河川国道、猪名川河川、紀南
河川国道、太田川河川、高知河川国道、中村河川国道、大分河川国
道、佐伯河川国道、宮崎河川国道、川内川河川各事務所、函館、網
走両開発建設部

（注5） 23道府県 北海道、京都府、秋田、山形、茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、富山、福井、三重、兵庫、奈良、鳥取、島根、山口、徳島、
香川、長崎、大分、宮崎、鹿児島各県

（注6） 22道府県 北海道、京都府、秋田、山形、茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、富山、福井、三重、兵庫、奈良、鳥取、島根、山口、徳島、
香川、長崎、大分、宮崎各県

（検査の結果）

検査したところ、次のような事態が見受けられた。

(1) 法等に基づく浸水想定区域図の公表及び関係市町村への通知について

宮崎河川国道事務所及び兵庫県は、浸水想定区域図の作成を行ったものの、法等に
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基づく浸水想定区域図の公表及び関係市町村への通知を行っていなかった。このため、

浸水想定区域市町村となるべき市町村において洪水ハザードマップの作成が行われて

おらず、宮崎河川国道事務所において作成された1河川に係る浸水想定区域図（当該1

河川に係る浸水想定区域指定等直轄事業の事業費359万余円）及び兵庫県において作成

された3河川に係る浸水想定区域図（当該3河川に係る浸水想定区域指定等補助事業の

事業費計1940万余円、国庫補助金交付額計646万余円）が有効に活用されていない状況

となっていた。

上記の事態について事例を示すと次のとおりである。

＜事例1＞

宮崎河川国道事務所は、洪水予報河川に指定されている小丸川水系小丸川について、

平成20年度に、浸水想定区域図の作成を行った（浸水想定区域指定等直轄事業の事業

費359万余円）。

しかし、24年11月の会計実地検査時点において、同事務所及び九州地方整備局は、

浸水想定区域市町村となるべき宮崎県児湯郡高鍋町が、過去の洪水実績等による浸水

範囲を示した洪水ハザードマップと類似の防災マップの作成を既に自主的に行ってい

るなどの事情を踏まえて、法等に基づく浸水想定区域図の公表及び同町への通知を行

っていなかった。このため、同町において上記の浸水想定区域図に基づく洪水ハザー

ドマップの作成が行われていないことから、浸水想定区域図では浸水想定区域となっ

ている地区のうち、同町の防災マップでは浸水想定区域外のままとなっているものも

あった。

なお、上記の浸水想定区域図の公表及び同町への通知については、本院の指摘を踏

まえて、25年12月に処置が執られている。

(2) 浸水想定区域図の通知後の洪水ハザードマップの作成について

4県管内の14市町村においては、4県が浸水想定区域指定等補助事業を実施して、法
(注7) (注8)

等に基づく浸水想定区域図の通知を行った後も、法等に基づき各管内で対象となる全

て又は一部の河川に係る洪水ハザードマップの作成が行われていなかった。このため、

4県において作成された20河川に係る浸水想定区域図（当該20河川に係る浸水想定区域

指定等補助事業の事業費計8300万余円、国庫補助金交付額計2823万余円）が有効に活

用されていない状況となっていた。

上記の事態について事例を示すと次のとおりである。

＜事例2＞

徳島県は、水位情報周知河川に指定されている那賀川水系那賀川について、平成19、

20両年度に、浸水想定区域図の作成及び同県那賀郡那賀町への通知を行った（浸水想

定区域指定等補助事業の事業費1000万余円、国庫補助金交付額333万余円）。

しかし、浸水想定区域市町村である同町においては、過去の洪水実績等に基づく浸

水範囲が示された町地区防災マップにより地域住民に対する避難等の周知が行われて



- 5 -

いるなどとして、上記の通知を受けてから5年間にわたり、浸水想定区域図に基づく洪

水ハザードマップの作成は行われていなかった。このため、浸水想定区域図では浸水

想定区域となっている地区のうち、同町の町地区防災マップでは浸水想定区域外のま

まとなっているものもあった。

(3) 洪水ハザードマップへの所定事項等の記載等及び洪水ハザードマップに係る情報の

提供について

ア 洪水ハザードマップに法等で定められている事項等の記載等を行っていないもの

浸水想定区域市町村である22道府県管内の112市町村は、洪水ハザードマップに、
(注6) (注9)

法等において記載事項として定められている洪水予報等の伝達方法や要配慮者利用

施設の名称及び所在地の記載を行っていなかったり、浸水想定区域図で示されてい

る浸水深の表示を行っていなかったりしていた。このため、当該洪水ハザードマッ

プ（洪水ハザードマップ作成等補助事業の事業費計5億8261万余円、国庫補助金等交

付額計1億9385万余円）においては避難に関する情報が不足していて、住民に対する

適正な情報提供が行われていない状況となっていた。

イ 法等に基づく洪水ハザードマップに係る情報の提供を行っていないもの

浸水想定区域市町村である10県管内の15市町は、洪水ハザードマップを印刷物の
(注10) (注11)

配布その他の適切な方法により各世帯に提供したり、洪水ハザードマップに係る情

報をインターネットの利用その他の適切な方法により住民がその提供を受けること

ができる状態に置いたりしておらず、法等に基づく洪水ハザードマップに係る情報

の提供を行っていなかった。このため、当該洪水ハザードマップ（洪水ハザードマ

ップ作成等補助事業の事業費計4498万余円、国庫補助金交付額計1495万余円）に係

る情報が住民に対して適正に周知されていない状況となっていた。

(4) 電子化ガイドラインの策定後における浸水想定区域図等の作成について

6事務所等及び23道府県は、18年9月の電子化ガイドラインの策定後、浸水想定区域
(注12) (注5)

図等の作成に係る業務請負契約を締結した際に、仕様書に電子化ガイドラインに基づ

いて浸水想定区域図等の作成を行う旨の記載をしていなかったなどのため、作成され

た浸水想定区域図等は電子化ガイドラインに基づくものとなっていなかった。このた

め、当該浸水想定区域図等の電子データについては、一元的な処理、保存、管理等を

行うことが困難となっていたり、浸水想定区域市町村において洪水ハザードマップの

作成に当たり円滑に活用できなかったりしていて、6事務所等において作成された19河

川に係る浸水想定区域図等（当該19河川に係る浸水想定区域指定等直轄事業の事業費
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計1億0089万余円）の電子データ及び23道府県において作成された260河川に係る浸水

想定区域図等（当該260河川に係る浸水想定区域指定等補助事業の事業費計15億6321万

余円、国庫補助金等交付額計5億7970万余円）の電子データが有効に活用されていない

状況となっていた。

上記の(1)から(4)までの事態に係る事業費は、重複分を除くと、浸水想定区域指定等

直轄事業については6事務所等19河川に係る計1億0089万余円、浸水想定区域指定等補助

事業については23道府県273河川に係る計16億1694万余円（国庫補助金等交付額計5億98

18万余円）、洪水ハザードマップ作成等補助事業については118市町村に係る計5億9832万

余円（国庫補助金等交付額計1億9904万余円）となる。

（是正及び是正改善並びに改善を必要とする事態）

河川国道事務所及び県において法等に基づく浸水想定区域図の公表及び関係市町村へ

の通知が行われていなかったり、浸水想定区域市町村において洪水ハザードマップへの

法等で定められている事項等の記載等及び洪水ハザードマップに係る情報の提供が行わ

れていなかったりしている事態は適正とは認められず、是正及び是正改善を図る要があ

ると認められる。また、浸水想定区域市町村において浸水想定区域図の通知後の法等に

基づく洪水ハザードマップの作成が行われておらず、県において作成された浸水想定区

域図が有効に活用されていない事態は適正とは認められず、改善を図る要があると認め

られる。さらに、電子化ガイドラインの策定後も事務所等及び道府県において電子化ガ

イドラインに基づかずに浸水想定区域図等の作成が行われている事態は適切とは認めら

れず、是正改善を図る要があると認められる。

（発生原因）

このような事態が生じているのは、次のことなどによると認められる。

ア 河川国道事務所及び県において、浸水想定区域図の公表及び関係市町村への通知を

法等に基づき適正に行う必要性についての理解が十分でないこと

イ 浸水想定区域市町村において、洪水ハザードマップの作成等を法等に基づき適正に

行う必要性についての理解が十分でないこと

ウ 事務所等及び道府県において、浸水想定区域図等の作成を電子化ガイドラインに基

づき適切に行う趣旨や目的についての理解が十分でないこと

3 本院が要求する是正の処置及び求める是正改善の処置並びに要求する改善の処置

法等における浸水想定区域の指定等及び洪水ハザードマップの作成等に係る諸規定は、
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洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保して、水災による被害の軽減を図ることなどを目的

としているものである。

ついては、貴省において、事務所等、都道府県及び浸水想定区域市町村における法等

及び電子化ガイドラインに基づく必要な措置が適正又は適切に行われて、浸水想定区域

図及び洪水ハザードマップが有効に活用されることとなるための処置を講ずるよう、次

のとおり、是正の処置を要求し及び是正改善の処置を求め並びに改善の処置を要求する。

ア 前記2(1)の事態に係る県に対して、浸水想定区域図の公表及び関係市町村への通知

を法等に基づき適正に行うよう助言するなどの必要な処置を執ること、また、事務所

等及び都道府県に対して、浸水想定区域の指定等を法等に基づき適正に行うよう周知

徹底を図ること（会計検査院法第34条による是正の処置を要求し及び是正改善の処置

を求めるもの）

イ 浸水想定区域市町村に対して、都道府県において作成された浸水想定区域図が有効

に活用されるよう、浸水想定区域図の通知後の洪水ハザードマップの作成を法等に基

づき適正に行うよう周知徹底を図ること（同法第36条による改善の処置を要求するも

の）

ウ 前記2(3)の事態に係る浸水想定区域市町村に対して、洪水ハザードマップへの法等

で定められている事項等の記載等及び洪水ハザードマップに係る情報の提供を適正に

行うよう助言するなどの必要な処置を執ること、また、浸水想定区域市町村に対して、

洪水ハザードマップへの法等で定められている事項等の記載等及び洪水ハザードマッ

プに係る情報の提供を適正に行うよう周知徹底を図ること（同法第34条による是正の

処置を要求し及び是正改善の処置を求めるもの）

エ 事務所等及び都道府県に対して、事務所等及び都道府県が浸水想定区域図等の作成

に係る業務請負契約を締結する際に、仕様書に電子化ガイドラインに基づいて作成す

る旨の記載をする必要性を認識し、浸水想定区域図等の作成を電子化ガイドラインに

基づき行う趣旨や目的を十分理解した上で、浸水想定区域図等の作成を適切に行うよ

う周知徹底を図ること（同法第34条による是正改善の処置を求めるもの）

（注7） 4県 山形、富山、徳島、鹿児島各県
（注8） 14市町村 鶴岡、尾花沢、高岡、砺波、鳴門、阿南、枕崎各市、大石

田、真室川、庄内、那賀、美波、南大隅各町、鮭川村
（注9） 112市町村 北見、富良野、秋田、能代、仙北、上山、水戸、那須塩原、

前橋、高崎、桐生、伊勢崎、太田、藤岡、富岡、熊谷、川口、春日
部、鴻巣、深谷、上尾、八潮、三郷、吉川、白岡、市川、いすみ、
富山、高岡、魚津、黒部、小矢部、射水、福井、坂井、津、桑名、
京都、福知山、舞鶴、綾部、宇治、亀岡、京丹後、南丹、神戸、尼
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崎、洲本、豊岡、西脇、高砂、小野、養父、朝来、淡路、宍粟、五
條、宇陀、鳥取、米子、浜田、益田、江津、雲南、山口、柳井、山
陽小野田、徳島、小松島、吉野川、三好、坂出、長崎、松浦、大分、
中津、豊後高田、宇佐、国東、宮崎、日南、日向、串間、西都各市、
上富良野、五霞、境、みなかみ、玉村、川越、井手、和束、播磨、
上郡、三郷、川西、邑南、津和野、吉賀、隠岐の島、周防大島、勝
浦、松茂、藍住、板野、宇多津、玖珠、新富、五ヶ瀬各町、占冠、
長生、西米良各村

（注10） 10県 山形、茨城、千葉、富山、福井、三重、奈良、香川、大分、宮
崎各県

（注11） 15市町 つくば、市川、浦安、黒部、福井、津、宇陀、別府各市、小
国、飯豊、境、高取、宇多津、玖珠、五ヶ瀬各町

（注12） 6事務所等 青森河川国道、山形河川国道、浜松河川国道、高知河川国
道、宮崎河川国道各事務所、網走開発建設部


